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ソヴエトにbける生産協議会の創出過程

一一社会主義における労働者階級の

「生産管理参加」のー形態一一

117(503) 

富森孜子
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C 1 J 問題の所在と課題の限定

社会主義が労働者階級の権力のもとに組織されている社会であるとするな

らば，そこにおける労働者大衆の「生産管理参加」は，一見，あまりにも当

然なことであろう。しかし一方では労働者階級は，自らが支配する階級と

なったその瞬間には，未だ統治能力は零に近いのが普通であるともいえるで

あろう。ソヴエトにおける「労働組合論争」は，新政権がどのように現実的

でかつ発展性ある権力体系をつくりあげてし、かねばならないか，との課題を

背景にしていたのである。本稿がソヴエトにおける労働者大衆の「生産管理

参加」の，社会主義的工業管理原則との関連で分析を試みようとするのは，

そこに，生産の場における民主主義，工業管理への大衆のより深い参加が，

いかに現実化されたかを，さらに民主主義の発展による政治権力の機能縮



118(504) 経済学研究第22巻第3号

少，大衆の参加の深化による管理と直接的労働との再統ーが，いかに展望さ

れたかを確かめたし、からである。

ソヴエトの現在の「社会主義国営生産企業規程」の第 1章「総則」第4条

には次のようにある。 r企業管理は単独責任制にもとづいておこなわれる。
社会的諸組織と企業従業員の全集団は，国家計画の遂行の保障，企業の生産

・経営活動の発展と改善，企業従業員の労働条件と生活条件の改善などに

かんする諸措置の審議と実施にひろく参加する」。更に第5章第99条には，

「企業における，また大規模な職場(日ex)，支所 (OT)leJIeHHe)，農場(φepMa)

などにおける生産面の問題解決にたいして，労働者と職員の広範な参加をう

ながすため，生産協議会 (rrpOH3BO江CTBeIIHoe COBew:aHHe)が活動する。こ

の協議会は，ソ連邦閣僚会議および全ソ連邦労働組合中央会議によって承

認された「常設生産協議会規程J(口OJIO)KeHHe0 rrOCTO即日O且E白CTByIOw:eM

rrpOH3BO)lCTBeHHOM COBew:aHHH)にもとづいて活動する。企業管理部は，生

産協議会の活動の成功のために全面的に協力し，その決定の実施を組織す

るJとある。本稿はこの生産協議会に焦点をしぼって，この形態における労

働者大衆の「生産管理参加」の意義と限界について考えることにする。

本論に入るに先だって，いま一つあらかじめ一言しておかなくてはならな

いことがある。それは，資本制生産における「経営参加」とここでいう「生

産管理参加」との関係である。詳細な異同の吟味はそれ自身一つの研究対象

となるが，とにかく資本制生産における「経営参加」が，第一次大戦後の労

働運動の昂揚を背景にして生れたこと，だが，イギリス的「ホイットレー委

員会方式」にしても， ドイツ的「経営協議会」にしても，いずれにせよ資本

の論理のつらぬく制度であったこと，これに対比して，社会主義における労

働者大衆の「生産管理参加」は，すくなくともレーニンらののベた建前とし

ては，勤労大衆が生産の結果に対する人民統制を真に発展させる可能性を保

障するものとされていたこと，が重要で、ある。本稿はしたがって，ソヴエト

の現実において，この建前がどのように貫徹され，また阻止されたかに関心

をはらうことにする。
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Dr労働組合論争」は，直接的には国民経済管理における労働組合の役割をめぐって

おこなわれたものであるが，初期ソヴエト政権のもとでの，現実的でかつ発展性の

ある権力体系とは，党・ツウ*エト(国家機構〉・労働組合の相互関係として把握

されること，またその体系は，一方において，抑圧=強制的機能をもっているが，

他方において，組織=指導的機能をもつこと，更にその複雑な体系のなかで，労

働組合は，党と国家機構の中聞に立って「伝導装置」的役割を果たし，かつ，労

働者大衆に対しては，r教育組織，引入れる組織」とならなければならないことを
明確にしたものである。(詳細は，藤田勇「プロレタリア独裁のシステムに関す

るレーニγの論理」一労働組合論争をつうじてみたそのー側面，社会主義法研究

会編『レーニンの国家・法の理論』参照〉。

2) KOMMeHTap目白 KrrOJlO氷 eHHIO0 COl¥HaJlHCTWleCKOM rocy，n:apcTBeHHoM rrpo-

H3Bo，n:CTBeHHOM rrp悶 rrpH5ITHH(以下 KOMMeHTapHl1 と略)，MocKBa， 1971， 

CTp. 22~23，邦訳望月喜市「計画経済と社会主義企業」巻末付録 E 参照。

3) r rrpOH3Bo，n:CTBeHHoe cOBelllaHHejについては「生産会議j，r生産評議会」な
ど定訳はない。本稿では「生産協議会j(rrpOH3BO江CTBeHHoeCOBe山aHHe)，r生
産委員会j (rrpoH3Bo且CTBeHHa51KOMHCCH5I)，生産代表者会議 (rrpOH3Bo，n:CT→

BeHHa51 KOH~epeHl\H5I)の訳語を使用する。

4) KOMMeHTapH首， CTp. 322~324. 

5) イギリス的「ホイットレー委員会方式」にしても，また， ドイツ的「経営協議会」

にしても，そこに貫徹された理念は，独占資本の超過利潤をその物質的基礎とし

て労働組合内に発生した，改良主義的傾向を基盤とした「経営共同体」的理念で

あった。(詳細は木元進一郎『労働組合の経営参加.B， 27頁~36頁参照〉。

ここでわれわれは，かかる労働組合の「経営参加」制度が，資本主義の体制j的

危機の深化のなかで笠場してきている事実をみのがすことはできないであろう。

このような体制的崩壊にまでつながる労働運動の激化を緩和する方法は，労働組

合を資本の論理の貫徹過程に曳きこむこと，すなわち労働組合をして，資本のた

めの「生産共同体」たらしめることである。そしてそのことの実現形態が，個別

資本単位で顕現する労働組合の「経営参加」制度に他ならないのである。

ところで，労働組合がかかる「生産共同体」の主体となりうる条件は，労働組

合自身が階級的性格を喪失することである。そのことは，逆にいえば，資本に対

抗する労働者階級の自主的階級組織としての労働組合は，それが本来的な性格を

もちつづける限り，資本制生産のもとでは，あくまで「強力な外部的な力」であ

り，決して「経営者になりえない敵対者」であることから，その限りで，経営に

は参加しえない存在であることが理解されなければならないだろう。

したがって，資本制生産のもとにおける労働組合の「経営参加」は，労働者階

級の主体的な「生産管理参加」を意味するものではなく，資本の論理の貫徹を目
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的とした生産の組織化の一端を，労働者階級が担わされでいるに過ぎないことは

明らかであろう(木元進一郎，前掲書， 15頁~18頁， 54頁~58頁参照〉。

6) 1919年第8回党大会で採択された第二次綱領は， i労働組合は単一の経済的全一

体としての全国民経済の一切の管理を，その手中に事実上集中するようにならな

ければならなし、」とL、う将来的展望のもとに (PeweHlHIrrapTHH H rrpaBHTeJl-

bCTBa rro X0311白CTBeHHbIMBOrrpOCaM (1917~1967rr) ， TOM. 1， CTp. 133~ 

136，および藤田勇，前掲書65頁~66頁参照)，次のことを明らかにした。つまり

かかる国家装置の再編のために，労働組合は組織として，国民経済管理の全分野

に参加し，自ら国家機関を分別形成しつつ，同時にこの活動に一人一人の労働者

を実際に参加させることによって，彼らに経験を通じて統治をマスター (Hay可日→

TbClI)させ，労働者階級をして全国民経済管理の主体たりうるようにすること

を，自己の任務としなければならぬことを明らかにしたのである。このような機

能が， iソピエト権力の経済装置の官僚主義との主要な闘争であり，生産の結果

に対する真の人民統制jをおこなう可能性をあたえるJものとされたので、ある。

もちろん以上のような労働者大衆の「生産管理参加」は，ブルジョア国家のも

とでは全〈享受しえぬ権利であり，かかる権利を社会の全構成員に平等に保障す

るものは，プロレタリア民主主義それ自体であるといえよう。すなわち，ブルジ

ョア民主主義が， i何千というトリッグで一「純粋』民主主義が発達していれば

いるほど，ますます巧妙で効果的なトリックで一大衆を統治への参加からおしの

けるJならば，プロレタリア民主主義は，全人民の権利と自由の単なる宣言にと
どまらず¥「勤労大衆に国家の統治に参加する現実の便宜を保障し，また集会や大

会のためによりよい建物や部屋の実際の利用を保障するJものであることを忘れ
ではならないということである (B.11. JIeHHH， Co可.T. 28. CTp. 226 113且aHHe

明 TBepToe(以下省略)，参照〉。

かかるプロレタリア民主主義の，社会の全構成員による平等な享受が，労働者

階級の「生産管理参加」形態を本質的に変化させたのであるといえよう。

CIIJ 社会主義における労働者階級の「生産管理参加」の意義

(1) 初期ソヴエトの「労働者統制UJの意義と限界

革命直後まだ経済管理のための国家機構が整備されていなかった時期に

は，当然のことながら，先に定式化されたようなジステムでの党・国家機構・労

働組合の相互関係は確立されていなかった。この時期には労働組合は，r生産
を組織し，管理する仕事を引きうけることが出来たし，また引受けねばなら

ぬほとんど唯一の機関」であったことから，工業管理においては，労働組合
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による寵按的な生産統制であるf労識者統命UJ(pa6otJ:凶 KOHTpOJlb)がおこな

われ，これが労働者大衆の「生産管理参加」の端緒的形態となったのである。

もちろん「労働者統昔話UJのような工業管理形態の必然性は，騒家機構の不

綴そのものだけにあったのではなし、すでに明らかにした権力体系のなか

で，労働組合が真に f伝統裟慶Jとしての役割を来しうるかは，労働者関級

の統治能力そのものにかかっている Gこの時点での労働表階扱の統治能力が，

一般的に極めて初歩的水準にあることは一般に認められるところであり，し

たがって，労働者階級はこの時点で，まず統治そのものを学びはじめねばなら

ない。そのことから，それが「矛謄にみちたJr不完全な一歩jであったと
しても，かかる主体的条件を整備する一手投として，つまり労働者幣毅の統

治能力をど養う一手段として，r労働者税制ょのような「生産管理参加J形態は
必主要な形態であったことは蕗められよう。

だが，一般に認められている労働者統制吋労働者管浬→菌宥化というシ z

-γは，門鱗氏の指績にあるように「主体釣条件を菱重慮、した政策=瀬議的な

政策J(傍点筆者〉として把壊する限りにおいて正当化されるので品ろって，

ここでいう労{勤務の統治能力主f，このシェーマの本質的な規定要践としてみ

てはならず，したがってこの向者は一応尉な次完で論じられるべき性賀のも

のであると考えられる。

もちろん，後述する初期ソヴニじトの「生産管理参加」諸形態一般が分有す

るところの，労働者大衆に対する指導z組織的機能も 「労働者統制Jもま

たもつことに異論はないが，これを罷有fむのための主体的条件の整備という

投製に嬢小化ずることは危険である。侭放ならばかかる理解は，統治能力を

う手段としてf労働者輯制J，r労働者管室主J形態を渦大に評制することに
もなれしたがって社会主義においての菌宥化は，このような形態によって労

働者階級の統治能力が充分整締された時にのみ可能になるとし、う論理にもそ

れはつながるからである。法的宣言としての国有化詰所有舗の形式的変革の

時期を決めるのは，さ思議段F畿の社会鰻済的また歴史的客観諸条件全般である。

他方労働者賭級の統治能力は，様々な方法，手段によって離次的に形成され
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るものであること，また労働者階級自らが支配する階級となったその瞬間に

おける，その蓄積が少なければ少ないだけ，その成熟までにはかなりの期聞

を必要とせざるをえないということは明らかであろう。

以上は先に指摘した体系がもっ機能のうち，とくに労働組合によって担わ

れる機能であるが，初期ソヴエトの「労働者統制」は，権力体系が一応確立し

た段階で、は国家機構によって担われるべきもう一つの側面，すなわち抑圧=

強制的機能をも果さなければならなかったのである。 r労働者統制J，r労働
者管且l形態によってなされた生産統制・生産管理が，旧支配階級に対して

の抑圧=強制的処置であったことはいうまでもないであろう。

だが，このように初期ソヴエトの「労働者統制」に抑圧・強制的機能があ

ったということは，この形態に，r下からの改造J=r生産の結果に対する人民
統制」形態として，過大な評価を与えることを意味しない。この形態は，い

うまでもなく個別企業〈工場〉単位での生産統制であり，そのための全国的

な規模での中央組織があったとしても，それ自身の性格から個別性は避けら

れないことは明らかであろう。社会主義的統制が.r所与の技術=経済的な進
化によって可能とされるかぎりにおいて，もっとも徹底的な，普遍的な，包

括的な，完成された形をとった，全社会的な規模で実現される計算と統制」で

ある限り，このような初期的な形態は，本格的な社会主義的工業管理形態へ

必然的に移行せざるをえないであろう。この意味で「労働者統制」形態は，

門脇氏の指摘のように，社会主義的統制の端緒的形態として位置づけられる

といえる。「下からの改造J=r生産の結果に対する人民統制」は，決して「労
働者統制」のみがなしうるものではなく，むしろこのような形態での統制は，

それが個別性を止揚しえぬことから，自ら限界をもたざるをえないといえよ

う。勤労大衆による生産の結果に対する人民統制は，勤労大衆の統治能力の

成熟と相まって，様々な形態・手段によって実現されてこそ，冥の人民統制

たりうるものであることをここで強調しておきたし、。

いずれにせよ，以上から筆者としては.r労働者統制J形態のメリットを次
のごとく考えたい。L、うまでもなく資本制生産のもとでは，労働者階級は支配
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される階級であったが，ブ R レタリア革命は労働者摺級に対して，支配する

鯖絞として自らを繍成ずることを要求する。 このような支配する随級たりう

るためには，自分自身が生産を組織してしぺ主体であることを，経験によっ

てさとることがまず必嬰であったといえる。かかる支配する措級としての意

議投， 自 岳信の形成を自らなしうるところはs 労働者大衆それ自身にと

つては，個別的な生君主現場以外にはるりえぬことから，鋼部的単位で、の霞接的

な生重量統制，生産管理参加は，その意味で極めて有効な手段でありえたとい

えよう。 この限りで「労働者統制J形態は，社会主義的統制の端緒形態とし

て議要な位寵づけ宏あたえられるとi司特に，他方先に指摘したとおり，個別

性を止揚しえぬことから， 「生産管理参加Jの驚漉的形態とはな

りえぬ自らの誤界をもっていたといえよう。

(2) る労働者楢級の「生産管理参加Jの謹撰性

経済管理の隈家機構が整備されるに従い〈最高国民経済会議，地方潤民経

務会議の鰐設)，工場管理上の仕事や生産計i部作成の重点はこれらの機関に

移り， これまでの労働組合による個別単泣での車接的な生産統制・

中央管理機関の湿事会 (KOJIJIとf'lm)や，工場管理部の理事会の形成に，労働

総合が直接的に参加するという形態に漸次移行することになっ20このよう
な経済管理の国家機構形成にと込なった労働組合の「生産管理参加J形態の

変化は，初期ソヴニL トの権力体系の兵体的なあり方との ，いくつかの

問題さと提起した。

まず第一に，労i動車試合と関家機関との明確な機能的分業主ど必然化したこと

をあげなければならないだろう。たしかに， として「労働者統制」が

実施された段階では，労働組合は菌家機構が拐うべき投舗をも，ともに遂行せ

ねばならなかったことはすでにのベた通りであるが， これはシステムそのも

のの未成熟によってもたらされたものであった。もちろん，このシステムそ

のものは，1いくつかの話君主容の複雑な体系Jであり， したがってその構成要素

としての党・ソヴコネト・労働組合の相互補完関係によって，この複雑なメカ

ニズムは丹滑に沼較しうることはいうまでもないがう具体的な機能面での，
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「労関親会が生議管理の卒業に有害な重複合もちこんだり，組合機関が管理

機関の権限な勝手にわがものにしたりJしないとしづ送分の遵守が，このメ

カニズムの回転台汚滑にする護主要な条件であることも認められねばならない

だろう c部放ならば， r資本主義が遺産として強したものをど索材とし
くり始めねばならぬ過護期においては，労働組令は Fある種の反動

的性格，ある税の関職組合約狭さ，ある識の盈治的無関心主義への{磁向，あ

る穣の沈滞などjが選科れ?ないことから，労働経合は関家機構そのもの

であってはならず，題家機構からの相対的独自散を維持しなければならない

からである。この点こそ，通渡期の労働組合合絶対化し， r生震の管理全体
の労働組合への漸次的集中Jを主接した験者との， r労働経合論争Jの過税
を通じての論争の焦点であったのである。

当然ながら工業管浬においてもまた，組犠原則として民主主義的

中央築権制の貫徹が提起容れ，このことと関漉して「単独葉笹制J務還が登

場したことをあげておく必要があろう。

この詑主主義的中央集機制とはJ自治ぎた排除するものではなく，むしろそ

の必要を総量」とするものであることから，これは一方で法官僚能中央集権

制と，他方では無政府主義と，厳密に区別されるものであることはいうまでも

ない。かかる大衆による社会的患治の権利の確認は，プロレタリブ

の，社会の全構成員による享受であることはすでにのべたところであるが，他

方このことはJ民主主義的諸機能の二つの範鱒」を，厳密に!RiliJしなければ

ならないことをも語記している。この二つの機能とは， r審議過程における
討・論と大衆築会jと， r執行機能にたいするもっとも厳格な賞任若手jの確立と，
命令と携関の無条件に勤勉な鎮律ある自発約な護持jである。このような審

議過程での民主主義的機構，執行過程での厳密な単独受託務lj，の確立を較JJIj

L.，かっそれらを統一すること，すなわち諒範な合議制と結合した単議案缶

?舗の確立こそが，民主主義的中央築権舗の本賀であるといえよう。

だが，本命後まだ日の浅い初期ソヴエトにおいては，様々の複雑なモメン

トが，その権力体系形成遇税全般に一定の制約なあたえた。とりわけ器内戦
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の激化による，熟練労働力をその主力とする先進的労鶴者層の戦線への動員，

労観者糖級一般の鋭稽級化鏡向の深化などの複雑な膝史的客観諸条件と，労

働者の統治能力の未成熟という主体的な条件は，かかる民主主義的諸機能の

畏鰐合相当窓震妨げたであろうことは強像にかたくなし、。このような事構の

もとでは，国家機襟形成過謹への労働総合の参加という直接釣な「生産管理

参加J形態の発展と同時に， r築会的民主主義」発展の具体的形態として
の，労働組合による隣接的な「生産管理参加j諮形態の発生が極めて護粟で

あったといえよう。

以上から切らかなように，社会主義的統制の形成過程では，労働者賠級は，

労働組合を混じて，一方で醸接的に国家磯関・経済諸機関の形成に参加し，

他方で{随剖的単位で問主義的に「生産管理参加Jすることによって，あらゆる

生産的鰭関越の審議に参加する O そのことを通じて，あるいは労働者大衆

の物盤的・精神的利益の擁護を，あるいは社会主義の経滅的義盤としての生

産力の拡大を実現するので、ある。このような社会主義の込とでの，労i勤者描

級の f生産管理参加Jの室長層的投絡さと考慮することなしには，初期ソヴニL ト

のこれらの具体的形態を正しく把握することは不可能であろう o

1) 設i…iおよび藤田務，前掲富豪参照。

2) 第5属労働組合全戸シア会議のために提出されたノレズタータのテーゼ「労働組合

の生産ょの任務jより (B建 YI.JI側関， Co可.T. 32， CTp. 1心。なお，このノレズ

タークの7--1まは r労働組合論争Jの過程で，レーニンが極めて潟く線価した
テーゼである。

3) r労働者統鋭jは，周知のように， 2月革命以来，工場委員会の結成と松まって
企業単位で自然発生的に行われた，企業主や工場管理に対しての統制活動で<5

:5.その統若手j対象は，始めは，食金，雇用問題に援られていたが，漸次 rD支・燃
料の搬入搬出に対する，在熔および注文に対ずる，財務に対する統領jへ」と発展

していった(笈叉主主織 F口シア労働政策史~ 321. 332喬 338J互参照〉。

十月本命後は， 1917年11月14臼(IEJnき〉に r労働者統餓jに関する布告がf:I:l
~れ，法的規制たうけることになり， ]震に続いて附属機令が出さきれるに歪り，こ

の統領j活動は念速に普及した。(~この布台および附属認iI寺子の成立過程およびその

内容については， r号脇彰 fツピ、且ト政権初期経済政策J~労働者統制と領有化政

策一〈土地制度史学第24号)，液!I!裁蔵「レーニγと労働者4統制UJ-11月14日布
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舎をや心として crレーニンの国家と法の理論J所収〉参照〕。
なお，上述したように r労働者統鎖IJJは工場委員会によっ℃開始されたので
あるが，第i閉会ロシア労働組合大会 (1918.1. 7~1のにおいて，

は労働組合の下務総織になったことから，統制j主体を労働組合とした〈ロゾウス

キー『変繁期における口シア労働組合運動J邦訳，鈴木繁蔵，畿文頭童文，ヰ7瓦〉。
の 労働者の統治能力は，資本?誕生産のもとでの労働組合による「経営参加jが，絵

局に::J:o¥，、て資本の論慈の貫徹を密約とした生産の総織化の一端を怒わされている

に過ぎないということから〈註1-5)，この待点では，主主めて低い水準にある

といえよう。このように革命の時点で，労働翁階級の統治能力という主体的条件

が未成熟であることは，特殊戸シア的後溶性によるものではなく，一般的なもの

であるとする門脇氏の論憶に賛成である〈門脇彩，古寺潟論文， 46頁参照〉。

5) B. 11. J1eHHH. COq. T. 28， CTp. 119。

6) 開脇彰，幸吉掲論文， 46頁。

7) r労働者統制JCpa60QH註KOHTPOJIb)と「労働者管潔JCpa60日eyrrp誼BJIeHl'le)
は区別する;]Z，婆がある。 1917~lg18年のソど品ト工芸芝管理の下部機構としての国

翁化企業の管理機関，とくに企業・ヱ場管理部の形成i路線応まさに f労働者統

領UJから， r労働者管理Jへの移行過綴であり，そのブ pセスの分析には，この
区溺は極めて重要である。

8) 校野新民比 「ソピz ト社会主義の歴史的過執JCW譲渡マルクス主義J務10宅金，
63頁〉で， r下からの改造jがかならずしも発獲させられなかった繋滋のーっと
して，次のようにし、われる。 r工葬祭商に欝していえば…円多分に外的事情に触発
されて，大企業の広範な箆有化の時期がはやめられたため，労働者の玄体的能力

(管潔能力会ふくめて〉の粛をりと，下からの改造の徹底という条件が成熟しな

いうちに，過大なヱ業管支援の仕事、会労働者階級が背負いこまなければならなか

った二と。ここには表議会なす側面として……前記労働者統制のワク内で務次，

資本家，jE:多疑者の{則合11震化させてゆく，という日程がほぼ完全にくずれてしまっ

ノたという務d清が伏復するj。また rレ…ιンにおける経済変革感想の事事検討」
( Jr現代の室長論JI1970.めでは，レーニγによる「労働者統制IJJの効F誌の力点

が， rわずか一年足らずの間に F下からの改造J1Z'途成するそ手段から『労働滋の
管狸能力jをつける語11練の場，そして工場の間帯化へできるだけスム{ズに移行

するための過渡的措置という管浬技術的側面へずりおちていった」とコメシトさ

れている。

これらの論震からわれわれは去っの問題点を提怨する。

第1点は， r労働者統領UJとf下からの改造jの模様。
第2点は r労働え告の管滋能力Jとf下からの改途Jの関係。
第3点はf国有化jと「労働おの主体的能力Jおよびf下からの改造Jの関係。
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第1に注野氏の論旨からは r労働者統領Uのワク内での統領j活動が十分開花
しないうちに屋有化が行われたため〈外的事常によるとtまも、え)，下からの改造

は不徹底に，かっ，労働者の主役体的能力は未成熟に終ったことになる。ここでは

「労働者統昔話j形嫌によって，労働者の主体的能力が成熟し，関有イとが行われた

ならば，下からの改造は徹底したこ之になるわけだが，このような論理幾箆の基

礎には， r労働者統制ijJ形態なるものがJ下からの改革き」形態として，また，労
働殺の「統治能力養成j形態として，万能であり唯一のものであるという「労働

者統制J形態の絶対化がある。 r労働者統制IU形態は，社会主義的統号誌の端緒形
態としては重姿な意義きどもつが，本格的な社会主義的統領j形燃としては限界をとも

つことは本文にのベた遜りである。

ここでいう「下からの統制IJJ(K加 TpO品開廷3Y)た， 1鏑別生産単位での労搬者

による蕊接的な統制，管理tこ綾小化してはならない。これは，全社会的な規模で

なされるλ民統舗をさすのであり，したがってその方法・手段はs 単一で、はあち
えないことが被認される必繋がああう。

第21Z:.$野氏の論旨からは vーニンにおいては r下からの統若手IJJと[労働
者の統治能力Jはそれぞれ独立した存在であり，かつ，後3きはすぐれて管理技術

的な能力で為るということになる。ここでいう「統治能力jとは，海業簿記と

か財務などの経営技術的なもの，また，中間氏のいう技術的過穫の管理ロマネ

ジメシト〔中間営郎「社会主義にとって，管理とは何かJ(u展望~ 1971. 12)参

照〕的なものマもなく，もっと包括的な社会主義そのものを形成・統治していく

能力をざすと考えられよう。なお yn抑制印附は，藤間嘉数援が一変して使用

されているように，この機合は，誤解され易い「管理jとL、う訳緩よりも， 下統

治」の方が適当であろう o

f下からの統制Jと「統治能力jが以上のように理解譲れる限今，この二審の

関係は次のごとくなろう。すなわち，かかる「統治能力」の形成，発展と相まっ

てJ下からの統制IJJ=ゑ産の絵熟こ災ける人民統制が実現し， if..f..こ，様有な方法
・手設による「下からの統領JJが行われていくことによってのみ，労働者警の統治

能カは漸次的に成熟しうるのであるということである。

以ーとのことと鑓慈してここで付言しておきたいのは，ry司をす波 KOHTpOJlも」の

訳書設である。逮常これは「記帳と統領IJJと訳されてきた。統制も:満足すべき訳怒

とはいえないが，ここではさておくとして， y可告については「記帳jという訳

と思われる。だがこの門邑Tに演しでは，適当な日本語

らない。その十分な吟味は，今後にゆだね，務段階ではラ稲対的には良い

ふ思われる f計算」という訳穏を佼F請することtこしておきたい。

なお，溺島Z重災教授は「社会主義的所殺にかんする-5i考察J(!i'思想JJ1971， 3) 

で，初期ソど且トにおける，工業管潔への大衆的参加の端緒形態としての「労働
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者統制」のもつ意義を軽視する傾向を批判しておられるが (437~438頁)，このよ

うなソ連邦の歴史的経験としての「労働者統制」を軽視する思想は，逆に， 1下

からの統制」を実現する形態として， 1労働者統制」形態を絶対化する思考につ

ながることをつけ加えておきたい。

9) 門脇彰，前掲論文， 50頁。

10) 向上， 50頁参照。

11) B. 11. JIeHllH， COq. T. 28， CTp. 120.。

レーニンによれば，かかる意識性の確立は，終局目標〈社会主義建設〉を達成

するための土台として，位置づけられている。

12) 1917年12月創設。最高国民経済会議の創設およびその形成過程については，庄野

新「ソビ・ェト計画経済前史J( r歴史学研究』第284号)，φ. B. CaMOXBaJIOB， 
COBeThI Hapo江HoroX0311員CTBaBB 1917~1932 ， CTp. 21~30参照。

13) 特に工場管理部の確立，発展過程に関しては，笹川儀三郎「ソピェト社会主義企

業管理創設過程」一国有化企業管理と労働者統制lーが詳しい[(今井俊一，笹川儀

三郎編「工業経営の基本問題』所収)198~215頁参照〕。

14) B. 11. JIeHllH， Co可. T. 32， CTp. 4.。

15) 藤田勇，前掲論文， 67頁。

16) B. 11. JIeHllH， Co可， T. 31， CTp. 32.。
17) 1トロッキー，プハーリ γらの共通テーゼ」藤田勇，前掲論文， 71頁参照。

18) 当時，労働組合論争と相前後して，ポリシェヴィキ党内部では，様々な問題に関し

て意見の対立があったことは周知のことである。この「単独責任制」問題もその

一つでるるが，ここで注意すべきは，この問題をめぐる反対派の主張が「合議制j

か，単独責任制か」とし、う二者択一を迫るものであったという点である。本稿で

言及した「民主主義的諸機能の二つの部類」からは，1合議制か単独責任制か」で

はなく， 1広範な合議制と結合した単独責任制の確立」という帰結しか導き出せ

ないであろう。

19) B. 11. JIeHIIH， Co可. T. 27， CTp. 180.0 

20) TaM lKe， CTp. 184~185.。

もっとも，この単独責任制のもとでの命令と指図への服従については，その形

式は「その草命的階級の発展程度J1長い反動的戦争の遺産といったような特殊

事情」などによってきまるのであり，かっその度合は規律性や自覚が理想的であ

るかなし、かによって，おだやかにも鋭くもなること，また，この「討論・大衆集

会」は「春の大水のように沸き出てすべての岸から，あふれ出る嵐のような勤労

大衆の集会的民主主義」に支えられねばならないということが想起される必要が

ある (B.11. JIeHIIH， Co可. T. 27， CTp. 241)。
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cmJ ソヴぷト民おける生産協議余の意義

(1) 生産協議会の創出議程

まず「生産協議会J(npOfI3銭O，ll.CT問問。告 CO診をma沼He)札 「労働者統制J

z 生滋管理大衆参加の端緒的形懇とは本質的に異なるものであること，すな

わち，先に指j悔した社会主義における「生産管理参加jの重躍的性格を前提

としての，認接的参お(生産諮開題の警察議過糠への参加としてあらわれる〉

であることを，再度篠寵しておくことが必要であろうo

ところで) 1918年後半より競った陣内戦は犠裂を極め，ソ連邦窮民経済全

般に極度の破壊的作用をおよぼしたのであるが，とりわけ金援工業な中心と

する熟練労i動力の戦線動員，食糧不思による労i勤務大衆一般の幾村への復帰

という「戦時共産主義J期の緊急事態は，労働滋階級に，一方では熟練労働

力激裁による労働力構成の質的変記念，他方では労鱒者大衆一般の立党構級品

類向をもたらしたのであった。こうして，漸く習内戦が終結に近づいた1920

年におけるソグ::r-トの社会経済的諸条件は，救いようもない状況に追いこま

れていたのであった(第i表，第立表，第謹表参照〉。

1913 

1914 

1915 

1916 

1917 

1918 

1919 

1920 

1921 

自衛考プ…ド=16.38キpグラム
出所; 議事務泌i鉄道株式会社総務部調査線綴 F衛政時代との比絞におけるソピムト連

， 1932年，閣民経済主要部作動態第2表よち作成
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よび労働者数推移

年

1913 
1916 
1917 
1918 
1819 
1920 I 1， 0071 民乙58引 61 
1920/21 1 9811 叶 1，絡は 57 

出所; アイヘシパ!J0/ト著，村井賢一嫁訳『ソピニ乙ト同還の経済建設JI1931年， 97 
頁より

第E表工芸誌労儀後数の絵移

~登録工業

鉱山菜・治金工業

繊維工業・縫製工業

化学工業

金属加工・機械製浩工業

ガラス工業・セメント

燃料工業

食料品工業

印脇工幾

製靴工業

指数 (191了間100)

47.1 
15費0
28.2 
37.3 

43.0 
53.1 
74.6 
77.5 
106.6 
116姐5

出所 A.A. MaTlOrlfH， I1a滋e日記H院買意 COCT鵠母 rrpOMbllllJIε日日blXP註60可日正
CCCP B BOCCTaHOBHTeJIbHbl訪問PヌO~ (1921~1925 rr) [了I13Me夜間H5!
B可附JI叩 HOCT目立 COCTaB己∞BeTCKoropa60可eroKJIaCcaj MOCK詰a，
1961， CTp. 77) 

このような醸史的な諸手続諸条件のもとでは，生雲監を組識し，悶民経済合再議

していくこと立極めて閤難な事業であったことはいう;1:でもないが，その第

一歩が「生産宣伝jであったことも設た当然であるといえよう。府知のよう

に，レ{ニンは1920年11月にJ生産宣告についてのテ…ゼ草案Jをかいたが，

これをもとにして， 12月には中央組織としての「会Pシア生産宣倍ど品…口
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2) 

ーJ(Bcepocc目前CKO色 6roporrpOH3BO江CTBeHHO員 rrporraraH江bl)が，続し、てそ

の地方組織が創設され，多くの科学者，作家，芸術家などの参加によって，

大規模な生産宣伝が開始されたのである。報告，講義，展"覧会などが具体的

に行なわれる過程で，企業(工場〉単位で，自然発生的に生産諸問題に関す

る労働者の様々な集会や会議がひらかれ，それが漸次まとまった組織形態、

に発展したのが，生産サークノレ (Kpy)KOK)，生産細胞(兄可eiiKa)，生産集団

(KOJlJleKTHB)などであった。なお，これら諸形態の発生は第10回党大会前

後であったと思われる。

だがこれら諸形態が関与した生産問題が極めて広範囲におよんでいたにも

かかわらず，この諸形態が，すでに明らかにした過渡期の労働組合の基本的性

格からする，労働者大衆のトータノレな「生産管理参加」形態としては，まだ極め

て不十分なものであったことも認めないわけにはいかなし、。例えば，生産細胞

の場合，その関与する事項は，全ソ労働組合中央会議の特別訓令によれば次の

ごとくであった。すなわち(1)初歩的な経済諸知識の普及・教育活動， (2)生産

プログラム，経営プランなどの研究・審議・作成過程への参加， (3)工場内諸

施設・諸設備・原料・燃料・労働力などの目的的利用，配置，消費などの審議

過程への参加など極めて広い領域にわたっていた。だが他方，その組織構成が，

工場委員会代表，工場管理部代表，労働者・勤務員代表(労働者総会で選出)， 

党細胞代表からなっていたこと，かつ，それが工場委員会の付属組織であった

ことから，全体としてこれら諸形態は，企業内諸組織の代表機関的傾向を払拭

していず，まだトータノレな労働者大衆の参加を実現したものとはいえなかっ

た。このように，これら諸形態がまだ普遍性をもちえなかったこと自体，ネッ

プ移行直後の複雑な社会経済的客観諸条件の直接的反映でもあったのである。

ところでいずれにせよ，これら諸形態、のもつ以上のような問題点を一応克

服することによって，かっこれら諸形態をその核として創出されたのが「生

産協議会」であるが，この形態、の発生を考える場合， 1923/4年のソヴエト国

民経済復興過程の複雑な社会，経済的要因を考慮しないわけにはいかない。

「戦時共産主義」政策からネッフ。への移行による市場関係の復活は，ネップ
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移行3年目の1923年にいわゆる「鉄状価格差恐慌」を顕現せしめたことは周

知の事実である。ここでその原因を問うつもりはないが，少くともこの事態

によって，短期的には，価格政策が当時の工業政策の中心とならざるをえなか

ったことも確かであろう。当時このような工業製品価格上昇の原因は生産過

程にあるとしづ見解が支配的であったことから，個別生産単位における生産

諸問題のうち，とりわけ生産物原価分析にかかわる問題がクローズアップさ

れる結果となった。このような生産物原価決定の問題は，ホズラスチョート

原則のもとでは，賃金と労働生産性の相関関係など，直接労働者大衆にかか

わる側面をも多分に含んでいた関係からも，労働者大衆をして，生産諸問題

へ接近させたといえよう。

他方，軽工業の復興をその出発点としたネップは，発展における部門間不

均衡の残存(特に鉄鋼業の相対的立遅れ〉を許しつつも，漸次重工業部門の

復興へとその重点を移行しつつあり，その結果として， 1923/4年頃には，労

働者構成にも質的変化があらわれはじめたのである。とりわけ金属工業労働

者は急速に増加した(第N表，第V表参照〉。以上のような社会経済的変化

を基盤として，金属労働者をその発生主体とした「生産協議会」が創出され

たのが， 1924年の前半期頃であったと思われる。この発生の時期について

第N表 モスクワ工業総生産額推移(単位千金ループリ〉

全 工 業 金属工業 繊維工業

総生産額[指数 総生産額|指数 総生産額[指数

1913 556，742 100 57，982 100 143，208 100 

1920 85，683 15.4 8，722 15.0 10，621 7.4 

1921 111，586 20.0 9，292 16.0 18，473 12.8 

1922 179，022 32.1 11， 576 19.9 39，844 27.8 

1923 239，012 42.9 37，423 64.5 56，635 39.5 

1924 340，286 61.1 42，161 72. 7 83，405 58.2 

1925 516，551 92.7 74，236 128.0 128，469 89.7 
一一一一一一

出所 3.5， feHKIIHa， B03HIIKHoBeHlle rrpOIl3BO.l(CTBeHHblx COBeIllaHll員B
ro且bIBOCCTaHOBIITeJIbHOrO rrepllO.l(a (1921 ~1925) CTp. 72 (I1CTOpll51 
CCCP. 1958， No. 3) 
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1925 

155.6 

33.9 

31.2 

1000人〉

言蓄森

〈操業中のみ〉

ソヴニ f、における生皇室協議会の創出過程

そスクワ第 V表

業

業

業

ヱ
篤工

総工

ふ
成
金
総

3.5. fe封印Ha..B03Hr!l{HOB号筑波芭 rrpOH3BO，L¥CTB部品.IXCO務官llJ，aHH政 B
rOJJtl BOCCTa廷O臨時T悶 bHororrepHO，L¥a (1921~1925) ， CTp. 73 (l1cTO伊豆
CCCP. 1958， No. 3) 

出所;

この形態の発

ソ労働組合中央会議

(U，HpKyJ1Hp) (1923年

ゲンキナU乙よ.hli，

と，

t主，

主主の直接的契機となったのは，

e による，労働組合地方鎧織および全労働者組織宛の

11月22日付〉であることから，その震後であったと

ソ連邦の史家の意見は崩れている

しうる。ともあれ，

となったであろう溺苦手形撃はすでに1921年に創出を

その成長転化である限り，その辺の細かし、3意見の籾異は余りみており，

でないように

生産協議会の構成と機能

した労勤務降級の最も根本的な科益は，社会の生漆カの大規模

な増大による生産物の量的増大であり，これこそが社会主畿の経済的基盤で

(2) 

ネッブ移行持点久
ノ
ト仇たしあることはいうまでもなし、だが，

このような歴では，そのような経済的慕穫はない

史的な客綴諸条件は，工業後輿のための手投として，

チョ…ト東側の導入を提鶴完全ざるをえなかったのである。だがこの方法が無

久擦，収主主性を続的とすることから，労働者大衆と管理機関

ホズラメ、

しかったといえよう。

よびこれらの企業が露ずる官庁〉との関の，労働条件に関しての

ある程度の対立を不可避的に生み出したこともまた，

長，

った。もっと

ホズラスチョこのホズラスチョト原則が誌じめて提起怒れた設階では，も

その構成単位として

だが他方，全

って生産活動上，

各企業に付与されていた権銀法，相当軽度制限されてはし

し…トの単位はトラストであり，
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国営企業がただちにホズラスチョートへ移行したわけではなく，かっ，当初

この原則に移行したのは軽工業に限られていたと一般にいわれていることか

らも，この時期にホズラスチョート原則が，現実に，如何なる程度労働者階

級の利害に影響を与えたかは十分明らかではない。

ともあれ，このような経営ツステムとしてのホズラスチョート原則の導入，

前節で指摘したところの労働組合と国家機関との機能的分業の確立，管理原

則としての単独責任制の貫徹という諸条件のもとで，ネ y プ移行時点の労働

組合は，一方において労働者階級の根本的利益としての生産力の拡大を，他

方において労働者階級の物質的，精神的利益の擁護および経済諸機関の官僚

主義との闘争をその任務とするという，極めて複雑かつ重要な位置におかれ

ることになったといえよう。以上の労働組合の二つの機能のうち，r生産協議
会」は前者の機能，すなわち自らが支配する階級として社会主義の経済的基

盤を整備するという機能，をもっー形態として位置づけられよう。もちろん

このような狭義の「生産管理参加」形態といえども，後者の機能をもっ，広義

の「生産管理参加」諸形態(例えば，団体協約制度，労働監督官制度，評価紛

争処理委員会など〉との相互補完関係によってのみ，その機能を十二分に果

たしうるものであり，とりわけネップという諸条件のもとで，かかる広義の

「生産管理参加」諸形態のもつ役割は，極めて重要で、あったことにもここで

注意しておきたし、。

ところで， r生産協議会」のような間接的な「生産管理参加」形態は，経
済管理のための国家機構形成とともに一般に志向されてきたのであるが，そ

の具体的な形態および機能があきらかにされたのは， r労働組合論争」をへ
た，第10回党大会決議「労働組合の役割と任務」であろう。

その第 1項は，単一経済計画および生産プログラム作成への労働組合の参

加が，労働者の統治能力形成にとって，不可欠の手段であることを明らかに

し，その参加形態として，経済管理諸機関への直接的参加とともに，間接的

な「生産管理参加」諸形態=各代表者会議 (KOH中epeH則的，各協議会 (COBe

山aHHe)，生産細胞(5IqeIIKa)(当該企業独自の生産諸問題の審議)，をあげて



ソヴエトにおける生産協議会の創出過程富森 135(521) 

いる。更に第2項第4節および第3項第1節で，それら「生産管理参加」諸

形態の機能をあきらかにしているが，それをまとめてみると次のごとくなろ

う。

(1) 生産諸活動全般の系統的な検討・総括。

(2) 監督・統制活動。

(3) 経済計画，生産プログラムの作成。

μ) 技術的領域からのアプローチによる労働過程の研究。

(5) 労働者数，専門家数の計算 (y吋 T)とその配置。

(6) 原料・燃料の合目的的利用。

(7) 労働規律違反，労働忌避防止対策の検討。

以上，この決議にあらわれた，生産の組織化のための諸機能は， 1922年 1

月12日の党中央委員会決定「ネ y プの諸条件のもとでの労働組合の役割と任

務について」によって，更に理論的，実践的に精徹されたのであるが，これ

ら諸決議のなかにすでにみられる生産細胞など=間接的な「生産管理参加」諸

形態を統一する直接の契機となったのは，先にも若干ふれたように，全ソ労

働組合中央会議と最高国民経済会議による回章であった。この回章はゲンキ

ナによれば， 1923年末の特殊な経済的状況(鉄状価格差の発現〉のもとで，

労働組合の個別企業単位で‘の生産諸活動への積極的参加を促したものである

といわれる。この回章およびその後に出された全ソ労働組合中央会議，労農

監督局(Pa6oQe-KpeCTbRHCKa兄I1HcrreK~HR)の回章を，補足発展して作成され

たのが，労働組合モスクワ地方会議で採択された「モスクワ企業における生

産協議会規程J(flOJIO)!(eHlle 0 rrpOII3BO江CTBeHHbIXCOBe凹aHIIRXHa rrpe，ZJ:rr 

pIIRTIIRX MOCKBbl) であった。以上のような成立過程からみて，この規程は

この時期の「生産協議会」の性格を総合的に示すものであると思われるの

で，ここにその全文を紹介し，それをもとにして，r生産協議会」の構成およ
び機能をあきらかにする。

第一章生産協議会の目的と使命

(1) 総則
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生建設協議会は， 〈施設，機関〉における労働組合の経済活動の基本的

形態の一つであり，基三塁塁の合理住に関する諮問題の審議に窓合員大衆をひ~

いれる形態であるの

(2) 生産協議会の践的

(3) 

総 職場，企業全体の生室長諸積踏に対して労働者大衆の興味をひきつけ

ること。

持 組令の続、済活動全般に裏書する労識者の経験の総話。

け 管理機爵と労{動議令組蟻内の労{務者大衆との関の相笈経験交換。

持 醤関経済の宣接的整繍ーこの事業に資告を七つ経済諸機欝，労農藍

脅局，労働組合鑑識の側から，企業管理機関および労鱒者大衆に組織

的作用をおよぼすことによる…。

会主義協議会の構成と話勧銀揺

《表者会議の若手代表，および一般的独霞 と

して，自由慈市、で加入する労働者によって構成され，工場饗員会によって組

撤される。工場管理部および技術管理教員は，生態協議会活動に必ず参加し

なければならないの

料金工場単伎の生産協議会は，小企業(労欝者数200人以下〉にのみ総

験される。

大企業および中企業では，験場はex)単設で生産協議会が鰻識される。

この場合は，一般的性格をもっ長産諮問題〈トラスト，工場管理部の報告に

く〉は，代表者会議で審議される。企業に組織されている生産委員

(rrpOH3BO .llCTB閉廷翻 KOM双CC蹴〉は生震協議会のピ品{狩ーとしての役鶴を

はたし，生産協議会のための資料の懲鍛，生産協議会の決定の検討を行なうの

(5) 企業工場委員会の各種委員会の活動，特に経営の改善，生産の令理

先を目的とする活動会告括することによって，生産協議会は生産に関する

動のみ行なうものであり，代表者会講義に代わるものではない。労働保護，労

働者の生活状態などに闘しては，工場委員会のその他の各委員会が，ソ連邦全

体の共通の農剰に基づいて，代表者会議，全体会議に報告書を提出し，検討
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ずるc

生産協議会の活動内容

(6) 生産協護議会の講義惑は，管理機関の報告，生産委員会またはど払{戸

の提出した問題，および労働者の提案によって構成される。生産協議会は，

次にあげるような，工場経営上の，とりわけ労融者大衆に弱心のある

検討する。

こむ 験場および企業全体の組織化

争調達と販宛

③ E衣料・燃料のストッタ

④ 者器具

告号機械，設備

③動力設綴

舎建物，務建造物

③記帳 (y吋T)

⑨企業府高

⑮原価計算

⑪ 労働力と労働力の鐙約的利用

⑮ 蓄を金と労働生産性および会度物の霊堂の初玄関係

⑮製翁の不合機およびその原因

@企業とトラストの約玄関係

⑬ 国民経済システムのなかでの当該食業の位震づけ

⑮ 

第四業生産協議会活動に関する労働組合の総括 (y時 T)

(7) 生産協議会の議事録は，まず、生産友委員会(生産協議会のど品ーロ…)

へ提出される。ここで検討が加えられて出された結論は，添誌のために工場

委員会へ題される。工場委員会の最終決定は，一定の携限内に処理するとい

う条件を付し，工場委員会議案としヴ形式で工場管理部へ集中される。

但，工場委負会の提案に工場管理部が河意、しない場合は，東に上級労働組



138(524) 経済学研究第22考委第3考

合級機，上級経済機関，労差是監督掲の処理に委ねられる。

(8) 労働組合謹案という形式で提出され，工場管理部によって採択された

生産協議会の提案の緯密な検討は，生産統領jをおこなうすべての毅織にとっ

て，経済活動の不可欠の言言語であり，基礎であり，かっこの検討は労働組合

されなければならない。

(9) 中央委員会は，以上の焼程条撲を基礎として，各生産の状誌に応じ

た，余業の生産諸議会活動の言11令書r，短期需に作成しなければならなし、

以上この規程にみられる「生産協議会」の特徴は，それ以前の語形態と比

較してみるならば，次のようなき室点にあるとすることができょう。:f子、第 1

に，協議薬会の構成が質的に変化したことである。代表務会議代表，

部代表，技術管理職員以外に，全くの自由意、宏、による労働者大衆の参加を規

したことは，すでに存在した生議細騒などにはみられぬ， トータルな意、味

での労働者大衆の f生産管理参加」念総めたことであり，その擦りで「生産

協議会jは，それ以前の諸形態とは質的に区別怒れよう(第2:llゑ第3項〉。

第2にJ生産協議会J~活動の実質化事f誌かるための，生産協議会書生産安委員

工場委員会および工場智理部の栢互関係が明確になった点で、ある〈第2

章第4項および第ら境，第4章第7項〉。すなわちかかる磯構的整舘は，生

産協議会主として，執行過程〈工場管理部の権摂〉には介入しないという原熊

を貫徹しつつ，生醗諮問懸には，実質的に欝与する組織たらしめたといえよ

う。更にこの点に関連して，ここに締結な規程はないが随家機関としての労

農監督詩との相互関係も見撃してはならない。「生産協議会Jはその機能とし

て震を督統鱗的機能をももっているが，この形態が「労蘭者統治nJにみるような

護詩的な生窓統領jではないことから，労鎌監督防〈この鑑織の企業単位組織

広義の生産量議動の監督をおこなう〉との有機的際係は，

協議会J活動が社会的統制の一環として機能しうるための不可欠の条件であ

るといえよう。なお，ここで「生産協議会」活動を円滑ならしめる組織とし

て，r臨時統制委員会Jが，ある一定期間「生産協議会jによって組織されて
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いたことをつけ加えておく。

第3qこ，工場委員会と他の委員会との機能的分業によって，r生産協議会」
の関与する事項は，企業の狭義の生産活動に限定されたことがあげられよう

(第2章第5項〉。

最後に，r生産協議会」の審議事項に関していうならば，全体としては生産
細胞などの諸形態の継承として把握されるが，更に当該企業の枠を出た企業

とトラストとの関係，国民経済機構の全体系のなかでの当該企業の位置づけ

にまでおよんでいることは，当時のホズラスチョートの単位がトラストであ

ったとL、う実際的側面もさることながら， 1923/4年といえば国家計画委員会

の再編成がおこなれ，本格的な計画イじが日程にのぼってきた時期でもあり，

「生産協議会」の存在が，国民経済全体のなかで位置づけられ始めたことを

示しているといえよう。

以上のことと関連して，この「規程」とは一応離れるが，ここで生産代表

者会議(rrpOH3BO~CTBeHHa冗 KOH中epeH則的の存在にふれておこう oζの会議

はトラスト(または合同〉毎におこなわれたもので，この会議の代議員は，

企業単位で労働者・勤務員の全体集会(生産協議会総会の場合もある〉で、選

出されるこ主が建前であった。会議で審議される事項は当然生産諸問題であ

るが， トラストが「その各々について承認された定款にしたがって，自己の

業務遂行上の自主性を国家によって与えられ，不Ij潤をあげるために商業計算

制に基づいて活動するところの国営工業企業」として規定されるかぎり，こ

のようにトラスト毎の生産諸問題の審議を行なう生産代表者会議に労働者大

衆が参加することは，企業毎の「生産協議会」への参加とともに，工業管理

への労働者大衆のより深い参加を実現するための重要な手段で、あろう。

ところで，以上の「規程」のすぐ後で (1924年2月)，中央統制委員会

(日eHTpa~hHaH KOHTpo~hHa冗 KOMHCCHH) 一労農監督局と全ソ労働組合中央

会議による「生産協議会」に関する特別訓令が出されている。この訓令は全

体としては，r生産協議会」活動のより具体的な規定を与えているといえるが，
特筆すべきことは，r生産協議会」活動に労働保護に関する規定および労働者
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大衆の技術教育に関する規定を追加したことである。前者は， 1922年労働法

が確立されたとはいえ，一部ではホズラスチョート原則の適用によって，労

働者大衆の物質的・精神的利害がおかされていたとLづ事実からの， r生産
協議会」の機能の拡大であり，後者は， r生産協議会」活動を発展させるう
えで致命的ともいえる当時の労働者大衆の生産技術能力の低水準を，急速に

向上させたいとする現実的要請のあらわれであったといえよう。

最後に，生産諸問題にかかわる「生産協議会」の提案が当時どの程度実行

に付されたかを，手許の資料で判断しうる限りでみておこう。モスクワの化

学工業労働組合の第4団地方代表者会議の報告によれば，繊維工業に関して

は提案の約60%，食料品工業に関してに約70%が実行に付されたという数字

が出されている。またモスクワの下CeprrH MOJIOT J工場の例をみれば， 1926 

年前半に出た226の提案中 149 (65%)が直ちに実施され， 46 (19%)は現

在実施過程にあり，残り31が拒否されている。これらの数値からみるかぎり，

当時「生産協議会」はかなり重要な位置におかれていたように思われる。ま

た「生産協議会J活動の企業の生産活動におよぼした影響については，一般

に極めて高く評価されていた。

(3) 現在までの経過

以上明らかにしたように，r生産協議会」は1920年代前半の「復興期」に創出
され，労働者階級の間接的な「生産管理参加」形態としてそれなりの重要な

役割を果したのであったが，ここで、簡単にその後の展開を追ってみよう。

まず，第14回党大会に先だって出された，党中央委員会決定「生産協議会

と生産代表者会議についてJ(1925年5月15日〉にふれざるをえない。この決

定はまず下生産協議会」活動のいくつかの欠陥を指摘している。そのうち，と

りわけ重要な点は，労働者大衆の「生産管理参加」形態として「生産協議会」が

果す役割が，経済関係者(経済管理諸機関，労働組合，党〉に十分に認識さ

れていなかったこと，労働組合諸機関(工場委員会，生産委員会，各種委員会

など〉聞の機能的分業が不明確で、あったこと，参加労働者層が極めて狭い範

囲に限定されていたことなどであろう。この決議はかかる状況に対する対策
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として， r生産協議会jでの審議内容の改善， r生産協議会」の定期的，
画的開催，労動越令諮組織簡の機能的分業の確立，各企業「生産協議会jの

経験の総指などをあげ、たのではあるが，このような全体としての「生産協議

会j軽視健向は，結果として， 1920年代後半に， r生康協議会」への労i晶表
大衆の参加の激減を生み出し，更にそのことによって， r生産協議会Jのピ
乱…口ーであった辻ずの生産委員会の生産j活動に， r生産論議会」活動のす
べてを解消する領向が強記される結果となってしまったのである。

以上のような慣向がJ生産協議会Jの単位が，企業または職場(nex)単位か

ら，作業班(6pぉra)l.a)，グループ(rpyrma)単世に融分化されていく過謹で、起っ

たことは，一応検討に錯する議婆な事実であろう。だが，このような額向を生

んだ復接的要国のーっとして，当時の労働者大衆の生産技術能力の低金は苔

しえないとして込，われわれが「生産協議会」の斜出過寝で確認したような，

トータルな「生産管理参加J形態としての「生産協議会Jが，再び一部の労働者

イニジアディグにのみ依拠する鎧織に縮少されていったと

ては，われわれとしては援問を抱かないわけにはし、かない。このような労f勤

務大衆のトータルなf生産管理参加Jこそが，生産の場における民主主義，

管理への大衆のより深い参揺を現実化ずるものであるといえるのではなし、か。

その後，このような額向が3思議されたという事実は認められなし、。そして

約30年後の時計年の党中央委員会12月総会決定「労働組合の活動について」込

再び「生産協議会j活動に向じような評儲が与えられることとなった。すなわ

ちそこでは，r生産協議会jは現在無計酉に，しかも#業斑 (6p日ra)l.a)単位で
のみ右集され，企業生産協議会，職場生産協議会は殆ど行なわれていないこ

と，経済管理機関は「生産昔話議会Jに参加せず，かつ謀案も実行容れていな

いこと，従って労撤者大衆は「生援協議会jへの関心を喪失してしまってい

ることが指摘されたのであった。だがこの決議は，この長期捕の

軽視傾向の原国については全く雰及していない。

ともあれ，この決定以後J生産協議会j活動に抜本釣な改善が行なわれ，

1958年7月に「常設生産協議会規程jが制定されることになり，その後再び
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会業の生産活動で実資的な{立置を るようになったといわれている。

1) B. 11. J1吉区民H.Co弓.T. 31 CTp. 376.....378。

の このどュ… Pーは，余ソ労働組合中央会議に付属して創設怒れた。
3)9. 6. fCHI{HHa， B03HHKHOB問問 rrpOH3BO旦CT日間HblXCOBをll1，aH!!詣 8rOAhl 

80CCT誼HOBHT惚 hHoro怒号P刻OAa(1921.....1925) (以下 B03HHKHOB制限，と絡〉

l1CTOp夜毘 CCCP.1962， No. 9. 10.， CTp. 680 

このど品…戸ーは，最潟溺民経済会議，党中央襲撃員会，全ソ労働組合中央会議，

政治教背中央管理局，職業数湾中央管理局によって織成屯された。

4) T設MlKe. CTp. 680 

5) 生産護軍絡については後述するように第10沼党大会決議にすでにその名があらわれて

いる。

これら務形態払自然発生伎を慈盤とした組j織形態であることから，地域的に

異なる名称が付されたようで，たとえば KpylKOKはそスクワ中心， WJe自在誌は

レニシグラード，ウヅノレ中心に普及した組織である。この KpylKyKは，その名

称の示すように生渡技術教育中心の組織でるったようである(l1el'Op問問瓶詰

apXH詰， 1958. No. 4. CTp. 235)。

6) r君おKH民草， B03HH五おOBeHHe.CTp. 690 
7) A. H. Ma.ila!tee罫， l1CTOpH51 U合Hooopa30BaHH克 BCCCP (1917~1963)，邦

Fソ連邦儲格形成史.s40Jr参照。

8) ゲンキナによれば， 192ヰ年i月νιγグラ…にまたは1925年3月νニングラー

ドという設がある。

ゴットロベノ九ナヴアセ口ヅによれば.1923年10月ウラルで最初に発生したも

のとされている (8‘ M.fOT.ilOO思p.J1.礼 H080C吃JIOB.日3HCTOpHH rrpO!!3-

80兵CTBeHHblXむOBell1，3HH韮Haypa.ile (1924.....1925). l1CTOpH可ec豆H設apXH詰，

1958， No. 2 CTp. 51)0 
9) fe滋記HH3，803諒誼祝日OBe滋誌記， CTp. 730 

10) 1921年8J'J， 「新経済致策の基本原則の実現についてjで始め

(PellleHH克おapT!!校校 rrpaB日TをJIhCTBarro X0351白むす器官民HhIH

Borrpoc側 (1917.....1967rr)T. 1. CTp. 244)。

11) B‘11. J1eHHH， COq， T. 33. CTp. 1610 

12) 上長勤武「独立採算?郊の膝史的地位J， If経済論叢j第89巻5号， 46叉参照。

13) 間体協約制度(KOJIJIeKTHBhl員且orOBOp)，労働滋督官僚j度〈お狂CneKl.{H克 TpYAa)，

(paCI~問。官民O四KO紅争JIHKTHa51 KOM!!CC!!廷〉。

14) Pelll告HH51rrapT祝日 H rrpa話HTe.ilhCTBarro X0351滋CTBeHおb悶 Bontoc3M，T. 1. 

CTp. 206-、ぞ11.
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15) す削減告， CTp. 299~302. および B. Yl. JI叩凶H，C的多 T.33，εTp. 159~170o 

16) 1923年11}:J22日付。

17) えOKyMεHTbITPYJl:O君。韮 CJIaBblMOCKBH鴨詮 1919~1965 (以下Jl.oKyMeHTblと

時)， MocKBa， 1967， CTp. 37 ~39o 

18) Pooo可e司KpeCTbllHCKallYlncll邑KU続完。

19) 江eJIer翠TCKoecoopaHHeは，工場内の各部の代表務により構成，拡張工場委員

会ともいえるもの。通常週1回終皮築り，ヱ;考委委員会で取扱う務関遂について協

議しヱ務委員会の活動方針を決定する〈予算満世話鉄道株式会社，

?ロシ7における労働者警状態』経済資料第12挙第11与弘前亥参照〉。

20) この組織は工場委員会内線綴で 3~犯人によって構成される。生産協議会のた

めの務準備さど行ない，かつ念た捻索滋行の隊視役でもある。

(Yl. [1. OCTarr在日KO，IO. B. BocKpecξHCKbl員， 113院CTOp滋露日pOH3BO兵CTB-

閉廷blXCOBemaHH詰BrrpOMbllllJIe汚詑OCTHCCCP (1926~ 1932rr) (以下 113

HC1'OpHHと略)， CBOrrpOCbl蕊CTOpHH，1958. 6)， CTp. 22J。

21) Oom悦 coop問時告は当該ヱ場労働者の最高決議機関。

22) レ品γグラードの場合，生産協議会メンバ{を分類し・てみると，現場労働者

CPaootm員01'C1'制Ka)約70克，験長5.1弘投手1.2%，高萩投書雪管理洛2.8

%であった (1925年2}:J現在〉。

家丈ご，問時期そのメシノミーを労働忽合別にみると，金燦工場労働者-10，200人

繊維工場労働渚-5，700人，化学工場労働者2，900人，印刷工場労働者2，700人

となっていたく1925年2}:J現在)(feH問問， B03期間OB官邸e，CTp. 

23) 第待問党大会決議「統制委員会活動について時JCOP0601'官 KOH1'pOJIbHblXKOM-

HCC底的で，この両者の有機的関係のき重要性がとかれている(ImCCB pe30JI-

!Ol(羽立XH pe滋母HH5IX，守誼CTb，人 1953， C1'p. 836)。

2ヰ) Bpe税関HallKO認すpOJIbHa諸問問CC悶尭。この級識は生産協議会が饗議事項として

とりあげた部緩について，企業内務査な行なう。従って，一定期認のみ存在する

綴織である(アイヘシパリヅト務，村弁賢一郎訳 Fソど‘品ト問主授の経済慾設'Ji， 

1931.共生翻訳 127瓦およびYl.f1.0CT初 eHKO，Yl3 HC1'OpHH， C1'p. 22)0 

25) F. ポロヅク，森森克己訳 Fソピ、エト慾邦計商経済史論~ ， 1932年， 333;至。

26) この会議のや心は労働組合の地域別組織である。周知のようにソ慾郊の労働組合

は産業車苦労働総会で，当時はお組合主ろった(開ゾウス今-If'変革期における開シ

ア労働組合運動~ 78~79J変参照〉。労働組合は:3tソ労働総合中央会議さと頂点とし

て，産業努に縦の綴織的給者訟をもっているが，その他に地域51)組織として，産業

の刻なく，擦の結合も行ない，そのや心として事務局 (6!Opo)をもっている。

この 6!Opot!'" うUJ，O豆yMeHTbl，むTp.45.)。
27) 口oぇpe且昌氏以波母語Jl.e紅廷とOBa，YlCTOpHll COBeTCKoro rocyぇapCT器aH rrpaBa， 
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邦訳，渓内謙訳『ソピ、エト国家と法の歴史Jl251頁。

28) 中央統制委員会と労農監督局の組織的結合が 1923~ 1924年に行われている (C.

H. I1KOHHHKOB， C03且aHHeH且elITeJlbHOCTbo6be，n:HHeHHblx opraHoB l¥KK-

pKH B 1923~ 1934 rr参照〉。

29) feHI<HHa， B03HHKHoBeHHe， CTp. 820 

30) 且oKyMeHTbI，CTp. 41。

31) TaM )Ke， CTp. 420 

32) アイへγパリッドは「生産協議会のわが工業にもたらした利益ははかりしれな

い」とまでいっている(前掲書205頁〉。

ここで具体例を若干あげておこう。

① モスクワのダイナモ工場では， 1924年 4 月~6 月に， 13の生産協議会が創

設され，工場の建物の照明，換気などに関する問題，生産過程の機能上の問

題，原料の質，その購入期日，不良品の原因追求などに関して審議がおこな

われた。

② レニシグラードのプチロフ工場では， 1925年 1月3日にトラクターの点火

装置の改善に関して， トラクター工場労働者コシドラチェフの報告が行われ

たが，その発明が， トラクター製造に関する外国依存をたち切るため重要な

ものであったため，直ちに所定の手続をへて，工場管理部へ提案されること

が決定された(以上は， feHKHHa， B03HMKHoBeHHe， CTp. 83~84 ，)。

③ ズラトイストフスキー工場では生産協議会の活動によって火造部工場での

不合格品が10~広から 5%1;こ減少し， 1カ月に2956ループりの節約となった。

また同工場では，食事のための休憩時間を30分から15分に短縮したくこのよ

うな例は，当時の矛盾のあらわれとして興味深い〉。

④ ウラルのアラミールスキー工場では，生産協議会の提案によって，けばか

り機械の改善が行われ，生産高を増大させカ月1500ルーデリの節約をす

ることが出来た〔以上， 113 HCTOpHH rrpOH3BO，n:CTBeHHbIX COBeIl¥aHH品

Ha ypaJle (1924~1925) ， I1cTOpHQeCKH員apXHB，No. 2. 1958. CTp. 53， 

56J。

⑤ モスクワ地方の繊維工業関係企業では，生産協議会提案の44.9%が生産物

の質の改善， 22.3%が欠勤および遊休機械に関する問題， 13.5%が企業財務

問題， 7.3%が生産の合理化問題であった (1928)(且oKyMeHTbI，CTp. 52)。

33) rO pa60Te rrpoH3Bo瓜CTBeHHblXCOBeIl¥aHH品目 rrpOH3BO且CTBeHHbIXKOHゅー
epeHl¥ll員J(KDCC 0 rrpoゆCOJ03ax，1967， CTp. 174~179) 。

34) レニγグラードの生産協議会に関する資料によれば， 1925年2月1日に，企業労

働者の平均17.3%，1925年10月1日に， 18.7%を組織していた(feH印刷， B03-

HHKHOBeHlle， CTp. 77. Ta6J111l¥a 3)。
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35) 且oKyMeHTbI， CTp. 430 

35) Ta滋:iKe，CTp. 570 
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生産協議会単位の細分化は，労働者大衆にとって，より身近かな生産問題を審

議する可能性さじこの組綴に与えたであろうことは徐察しうる (11.il. Oc時 P

叩 KO，Bc告COlO3HbIHCMOTp rrpoH3BollCTB忠良行UXCOB忠Il¥am主義 B 1928~ 1929rr 

〈以下お閃COlO3H隊長と絡)， I1CTOpUlI CCCP， 1958， No， 3， CTp. 182参照)0

37)瓦oKyMeHTbI，CTp. 440 

38) rO pa60Te npo<jJeccHo湾側b廷hlXCOI030B CCCP J (1957若手12月17El ) (PellI十
お百eTOM.ヰ.CTp. 382)。

39) rno主O:iKeHHe0 IIOCTOlIHHO )l，e負CTByIOIl¥也MllpO銭3BOllCTB告百日O滋 CO詰告Il¥皐吋

区珪祝日註 llpOMhlllIJJ君民政OMnp母且llpUlIT珪H，CTpO義足e，君 COBX03e，MTC U PTCム

40) r社会主義国苦言企業規程」策的条付此および B.B. fpHropheB， YnpaB具組問

rocy J¥apCTBeHHbIM llpOM続出府間b1M.llpe)l，pUlITHe波宮 CCCP(邦訳，五代JII

E次訳 fソピニ応ト企業管理Ji)によれば，r常設生長妥協議会」とは次のごとき機能
をもつものである。

会業の生産主奇襲窓会成功させ，かつ，生産計磁の遂行と超過遂行，社会主義競争

の発展，労働ゑ産性の向上，生産技術改替の経験の普遍イむを庭的とし，次のよう

な兵体的作業に参加する。当溺の言十翻案と展望， ~t額告発の作成，議議に参加し，

かっ，労働組織，賃金，製品の価務決定とノルマの問題を検討する窃 iた，同時

に役立主J二の不合格ふや遊休設綴を撲滅する提案や，企多案内の管理改号撃を行う綴織

でもあると規定されている。

構成については，次のごとき特徴なもつ。一定茶話凝っきで，労働組合地方委員

会およびヱ場委員会によって付与された代理機をもっ代表によって構成される。

その代表滋出比験場 Cuex)または部局 (OT)I，eJJ)の労働者努・勤務員総会，労

働組合組織，党総織，コムソモ{ノレ綴織，企業管理部によって各々行われる。

な才む当煽の遼滋のために， 5 人~15人によって様成される幹部会がおかれて

いるくrKOMMeHTapUI1K rrOJlO:iKeHHIO 0 couuaJlHCTHQeCKOM roむY且註pCTBe司

HHOM npo部 BO)l，CTB朗日O主主 llpe，1lIIpHlITHHJ，CTp竃 322~323，および，グロゴ

ジニ乙フ前掲議，邦訳78~8QJ気参照) 0 

以上から判断されるかぎり貌在宅〉常設生産協議会にも問題がないとはし、えない

が，詳綴な分析は後日を期したい。



146(532) 経済学研究第22巻第3考

CWJ 結 び

以上われわれは， r窓産協議会j命中心として，初期ソヴエトにおける労
働者階級の「生産管理参加j形態の分新を試みたのであるが，社会主義にお

ける「生藍管理参加」の議層性のもとでの，関接的 f生意管理参加」形態と

して1920年代前半にその発生をみた「生意義瀦議会jが，その後の展関のなか

で，必ずしも生産の場における 工業管理への大衆のより深い参加

会佳進しえなかった事実を，ここでみのがすわけにはし、かない。

もちろんネッブが，一躍の限度での資本主義的要素を許容したものである

かぎり，それは了最初から議大なジレンマ念均裁Jせざるをえず，ネップを

下一定限度以上すすめることは，どこかでかならず社会主義の根本原却に衝

突する可銭性」をともってはいたのである。したがって，ネ γプという政策体

系のもとでのこζ業管混乱労働者大衆の参加を一定懇護チェックする要混合

再忽せざる念えなかったことは，否定しえないで、あろう。だが，ネァプが当

時の国際的，圏内部鰭条件のもとでは， ソヴニL トの社会主義建設にとって不

可還の道程で、るったとしても，ネ γプの導入によってもたらされたこれらの

社会経済釣結果について，その要閣を深く検討することは，今日緩めて重華客

な謀議露である。

ところで本務では…設して，労働者階級の生康管理参加を新しい権力体系

のもとでの労働者縫級の内部緩成の穏題として考察してきた。このような見

地にたっかぎり， r生態協議会」に代表されるような労働者大衆の「生産管
理参加J形態を，本質的に規定するのは新しい権力体系のもとでの労働組合

の性絡であることはいうまでもないことであろう。 10月革命以後の労働者欝

級の「生産管理参加J語形態はf労勤務統制Jさとその端緒形態として

協議会」に到るまで，新しい権力体系のもとでの労働組合の性格言ピ反設して，

それ間体が「教育組織，引入れる組織J，したがって「管醸の学校，共室主主義の

学校j として機錯してきた。もちろんこれら態形態は，他方において，社会

主義的労働の形成から共産主義的労働への成長転化を志向する「社会主義競
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(co日HaJIHCT剖 eCKoeCOpeBHO糊 HHe)Jを組織する手段としても，議要な位

もっていることは確かである。

だが，すでにみたように，援興期にその発生をみた「生室長協議会jは，

イじが進換してくる1920年代後半から，務i次また少数の際られた先進労欝者の

イエニシアティヴにのみ依拠する組識に転化し，その結果 f教育長良識，引入れ

る怒織，管理の学校jとしての機能の縮少傾向がみられ，全体として，

会主義競争Jを組織・発展させる主体に一部北されていった傾向が感じられ

るのであるσ もちろん限られた資料での郎断は許されないが，このような

「生護協議会Jの偏向は，単にそれ自体の問題に怒らず，労量著者情級のみが

創造しうる新しい権力体系そのもの，つまり労繍者階殺の内務審成にかかわ

ることであり，見過ごすわけにはし、かないのである。

では，かかる偏向を生んだ要盟諸何であったのか。その根拠を，単純にfス

タ…リン体制」と総称されるものに求めても，必ずしも解決にならないこと

はいうまでもない。むしろこれらの根拠を明らかにしていくことこそが，ソ

ヴニじト研究の今後の線路であろう。そのためには， 1920年代のあらゆる側部

からの綿密な考察が要求されよう。とりわけ， r社会主義的工業化jが決定
された第14回党大会(1925年〉の時期を恥心とする詰後2，3年の分訴は，

極めて護要であろう。それはまた，筆者自身にとっても，今後の主要な分析

として残されている。

り よ島武「新経済政策の導入と笑絡役めぐる諸問題J→滋渡期経済の研究(1ト，大

阪経大論築， 60号， 17真。

2) 11.日‘ OCT韮羽合HKO.K). B. BocKpeceHcKH義， 113 HCTOpml IIPO路3BOJ(CTB菅波おblX

COBem矧羽詰 BrrpOMbI服J!eHHOCTHCCCP C1926~1932rr) ， BOrrpOCbI説CTOpHH

1958， No. 6， CTp. 38，和問敏雄 fソ連邦における労働政策の変滋J外務綴謁査

部， 1937年， 82支など。

とくにウダノレニチェストボ (YJ(apH別 eCT君。〉の普及とともに，この傾向が強

化されたことは苔めない。

1928年12月から1929年6月にかけて，新開くブラウダ〉を中心として，生E霊協

議会に認する全ソ規模での検認 (CMOTp)が行われた。この検踏では出席率，会

議の計画性，労働者の提案の突施状況，技術者の参加などが調査されたようであ
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る。なおこの結果については，残念ながら詳しい資料がない。

だが，この検閣をきっかけとして，以後，生産協議会自体の競争 (copeBHO-

BaHHe)が非常に盛になったことも認められる (OCTarreHKO，BCeCOlO3Hbl品，

CTp. 180~18 1)。

4毎
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